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令和７年度答申第３７号 

令和７年９月１２日  

 

諮問番号 令和７年度諮問第４８号（令和７年８月１日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 障害者雇用調整金の不支給決定に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が、独立行政法人高

齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」又は「処分庁」という。）に対

し、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下

「障害者雇用促進法」という。）５０条１項の規定に基づき支給される障害者

雇用調整金（以下「調整金」という。）の支給申請（以下「本件支給申請」と

いう。）をしたところ、処分庁がこれを不支給とする決定（以下「本件不支給

決定」という。）をしたことから、審査請求人がこれを不服として審査請求を

した事案である。 

１ 関係する法令の定め 

（１）障害者の雇用に関する事業主の責務 

障害者雇用促進法３７条１項及び２項は、全て事業主は、対象障害者

（身体障害者、知的障害者又は精神障害者をいう。以下同じ。）の雇用に

関し、社会連帯の理念に基づき、適当な雇用の場を与える共同の責務を有
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するものであって、進んで対象障害者の雇入れに努めなければならないと

規定している。 

（２）納付金関係業務 

ア 障害者雇用促進法４９条１項は、厚生労働大臣は、対象障害者の雇用

に伴う経済的負担の調整並びにその雇用の促進及び継続を図るため、同

項各号に掲げる業務（以下「納付金関係業務」という。）を行うと規定

し、同項１号には、事業主に対する調整金を支給することが掲げられて

いる。 

イ 障害者雇用促進法４９条２項は、厚生労働大臣は、納付金関係業務の

全部又は一部を機構に行わせるものとすると規定している。 

（３）障害者雇用調整金の支給 

ア 障害者雇用促進法５０条１項は、機構は、政令で定めるところにより、

各年度（４月１日から翌年３月３１日までをいう。以下同じ。）ごとに、

同法５４条２項に規定する調整基礎額に当該年度に属する各月ごとの初

日におけるその雇用する対象障害者である労働者の数（以下「雇用障害

者数」という。）の合計数を乗じて得た額が同条１項の規定により算定

した額を超える事業主に対して、その差額に相当する額を当該調整基礎

額で除して得た数を単位調整額に乗じて得た額に相当する金額を、当該

年度分の調整金として支給すると規定している。 

イ 上記の委任を受けて、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭

和３５年政令第２９２号。以下「障害者雇用促進法施行令」という。）

１３条は、調整金は、各年度ごとに、厚生労働省令で定めるところによ

り、翌年度の初日から４５日以内に支給の申請を行った事業主に支給す

るものとすると規定している。 

ウ 上記の委任を受けて、障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則

（昭和５１年労働省令第３８号。以下「障害者雇用促進法施行規則」と

いう。）１５条１項は、調整金の支給を受けようとする事業主は、機構

の定める様式による申請書を機構に提出しなければならないと規定し、

同条３項は、同条１項の申請書（障害者雇用調整金支給申請書）の提出

は、障害者雇用促進法５６条１項の申告書（障害者雇用納付金申告書）

の提出と同時に行わなければならないと規定している。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 
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（１）審査請求人は、結婚式披露宴等に要する調理飲食に関する事業、飲食店

の経営等を目的としてＡ地に設立された株式会社であり、常用雇用労働者

の総数が１００人超の事業主である。 

（履歴事項全部証明書、令和７年８月１９日付けの審査庁の事務連絡（以下

「本件事務連絡」という。）・記６の回答） 

（２）審査請求人は、令和６年５月１５日、同月９日作成の令和６年度障害者

雇用調整金申請書（以下「本件支給申請書」という。）をレターパックに

封入し、郵便ポストに投函して処分庁に送付した。処分庁が受領したレタ

ーパックの消印は、令和６年５月１６日であった。 

（審査請求書、本件支給申請書、本件支給申請書が入っていたレターパック） 

（３）処分庁は、令和６年１２月１３日付けの不支給決定通知書により、審査

請求人に対し、本件支給申請について不支給とする決定（本件不支給決定）

を通知した。 

上記不支給決定通知書には、「障害者雇用調整金を支給しない理由」と

して、「令和６年度における申請について、期限を徒過し、支給申請され

たため。」と記載されていた。 

なお、審査請求人は、令和６年１２月１９日、本件不支給決定があった

ことを知った。 

（「不支給決定通知書」と題する書面、審査請求書） 

（４）審査請求人は、令和７年３月１４日付けで（審査庁による受付は同月１

８日）、審査庁に対し、本件不支給決定を不服として本件審査請求をした。 

（審査請求書、本件事務連絡・記７の回答） 

（５）審査庁は、令和７年８月１日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却す

べきであるとして本件諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

審査請求人は、本件支給申請書の提出期限を超過したため、処分庁から、

令和６年度障害者雇用調整金１，１０２，０００円は不支給決定との通知を

受けた。本件支給申請書の提出期限は、令和６年５月１５日までの消印有効

であったが、審査請求人は、本件支給申請書を同日にポストへ投函したもの

の、消印は同月１６日となり、申請日が同日となったためとされている。 

審査請求人は、令和２年度より、法定雇用障害者数を達成し、障害者雇用

調整金を利用しており、今後も、小規模な会社ながら予算を立て、障害者施
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設への働きかけを行う等、積極的な活動を行う所存である。 

以上から、本件不支給決定の取消しを求める。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

調整金は、障害者雇用促進法施行令１３条において、各年度ごとに、厚生

労働省令で定めるところにより、翌年度の初日から４５日以内に支給の申請

を行った事業主に支給するものとされている。 

令和６年度障害者雇用納付金制度申告申請書記入説明書（以下「本件記入

説明書」という。）において、令和６年度の調整金の申請期間は令和６年５

月１５日までであること及び申請期限を過ぎた申請に対しては調整金を支給

できないこと並びに郵便による申請の場合は当日消印まで有効である旨記載

し、周知している。 

なお、事業主の過年度の雇用状況に応じて調整金の支給可否を決定するこ

とは法令上認められておらず、また、調整金の申請期間や方法について記入

説明書において十分に説明されていることから、あくまで法令上の規定に基

づき、申告申請期間内に申請された事業主に対して調整金を支給することに

なる。 

以上によれば、本件不支給決定には違法又は不当な点は認められない。よ

って、本件審査請求には理由がないため、棄却すべきものと考える。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

（１）一件記録によると、本件審査請求から本件諮問に至るまでの一連の手続

の経過は、次のとおりである（なお、括弧内は、当該手続までの所要期間

である。）。 

審査請求の受付     ：令和７年３月１８日 

審理員意見書の提出   ：同年６月１３日 

本件諮問        ：同年８月１日 

（審理員意見書の提出から約１か月半、審査請

求の審査庁受付から約４か月半） 

（２）そうすると、本件では、審理員意見書の提出から諮問までに約１か月半

の期間を要した結果、審査請求の受付から諮問までに約４か月半の期間を

要している。 

しかし、上記の手続に上記の期間を要したことについて特段の理由があ

ったとは認められない。審査庁においては、審査請求事件の進行管理の仕
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方を早急に改善されたい。 

２ 本件不支給決定の違法性又は不当性について 

障害者雇用促進法施行令１３条は、調整金は、各年度ごとに、翌年度の初

日から４５日以内に支給の申請を行った事業主に支給するものとすると規定

し（上記第１の１の（３）のイ）、障害者雇用促進法施行規則１５条１項は、

調整金の支給を受けようとする事業主は、機構の定める様式による申請書を

機構に提出しなければならないと規定している（上記第１の１の（３）の

ウ）。 

そして、本件記入説明書には、①常用雇用労働者の総数１００人超の事業

主の場合、令和６年度の調整金（申請対象期間は令和５年４月１日から同６

年３月３１日）の申請期間は令和６年４月１日から同年５月１５日までであ

ること、②申請期限を過ぎた申請に対しては調整金を支給できないこと及び

③郵便により送付して提出する場合は申請期限の当日消印まで有効であるこ

とを記載している。 

したがって、審査請求人が令和６年度の調整金（申請対象期間を令和５年

度とするもの）の支給を受けるためには、「翌年度の初日から４５日以内」

である令和６年５月１５日までに本件支給申請書を提出して支給の申請をし

なければならず、郵便により送付して提出する場合には、同日までの消印に

よるものであることが必要であった。 

しかし、審査請求人は、令和６年５月１５日、同月９日作成の本件支給申

請書を封入したレターパックを郵便ポストに投函して処分庁に送付したとす

るものの、レターパックの消印は同月１６日であった（上記第１の２の

（２））のであるから、本件支給申請は、申請期間を徒過しており、審査請

求人は、障害者雇用促進法施行令１３条で定める、翌年度の初日から４５日

以内に支給の申請を行った事業主には該当しない。したがって、審査請求人

は、令和６年度の調整金の支給を受けることはできない。 

審査請求人は、令和２年度より、法定雇用障害者数を達成し、障害者雇用

調整金を利用していることや、今後も、障害者施設への働きかけを行う等、

障害者の雇用に積極的な活動を行うことを主張している（上記第１の３）が、

これらの主張は、上記の判断に影響するものではない。 

したがって、本件不支給決定は、違法又は不当であるとはいえない。 

３ まとめ 

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問
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に係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第１部会 

委   員   八   木   一   洋 

委   員   野 口   貴 公 美 

委   員   村   田   珠   美 


